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小売業態革新に関する新視点

武　居　奈緒子

1．はじめに

　百貨店化にあたって，なぜ呉服商という既存業態が百貨店化を実現できた

のかという点について，拙稿にて検討した1）。この研究をさらにすすめて，

本稿の目的は，百貨店化から小売業態革新の生成・発展過程にアプローチし，

新しい視点を提示することである。

∬．百貨店業態の成立要因

　世界最初の百貨店であるといわれるボン・マルシェに注目したのが，鹿島

（1991）である。この研究によって，百貨店の誕生当初の状況が，明らかと

なる。ボン・マルシェの前身は，マガザン・ド・ヌヴォテといわれる洋品店

である2）。この洋品店が百貨店化をもたらしたのは，次の要因であると指摘

している（鹿島1991）。

（1）薄利多売

　マガザン・ド・ヌヴォテでも薄利多売方式は採用されていたが，工場生産

のきく量産品に限定されていた。百貨店化した後には，これをさらにすすめ，

品質の優れた高級品も含めて，店で扱うすべての商品の小売マージンを大幅

に引き下げて，回転効率をよくした。

（2）バーゲン・セール

　ボン・マルシェでは，売れ残りの流行品の在庫処分を従来に比べて徹底し

た。

1）武居（2006）。

2）日本の百貨店は，呉服商から出発していることが特徴となっているが，海外の場合は，

　洋品店から出発するケースが多いようである。
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（3）テーマを絞った大売り出し

　バーゲン・セールを行っても，2月と8月に商品の回転が落ち込むという

事態があった。この売り上げの落ち込みを回避する方法を模索する中で発案

されたのが，大売り出しである。

（4）目玉商品

　目玉商品というのは，大売り出しの商品のうち何点か高品質の人気商品を

思い切った廉価で販売し，これによって集客するという商法である。

（5）返品可

　マガザン・ド・ヌヴォテでは，欠陥品と認めた場合に限り返品に応じてい

たが，百貨店化した後は，顧客の買った商品が未着用で期間を置いていない

場合は，欠陥品でなくても他の商品との交換，現金での返却に応じることに

した。

（6）巨大店舗

　百貨店化した後には，5千平方メートルにもおよぶ巨大な店舗を建設した。

　このように，ボン・マルシェは，販売革新によってマガザン・ド・ヌヴォ

テという洋品店から百貨店化を実現したといえるだろう。

　さらに，我が国に目を転じてみると，流通機構上の相違から，欧米とは異

なる発展を遂げている。

　呉服商時代の流通機構は，次の通りである。呉服物の一般的流通機構の中

では，呉服商は，生産者，産地問屋，消費地問屋を通じて，布，糸，反物，

その他原材料を仕入れて，買手が決まると，着物に仕立て，加工して販売す

るというものである。この一般的流通機構の最大の特色は，卸売商支配が強

い流通であるという点である。これは，次の3点に起因していると思われる。

　第1に，生産が家内工業的であるために，小規模・多数存在している。そ

の上，生産地と消費地の距離が離れているので，荷受問屋，集荷問屋という

特別な卸売商が，古くから発達していた点である。

　第2に，呉服物は工程がたくさんあり，工程のやりとりを卸売商が差配し

ていた点である。
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　第3に，呉服物は，生産から販売までの期間が長く，その間資金融通のた

め卸売商が金融機能を果たしており，そのような役割を通じて，生産者を差

配していた点である。

　このように，呉服物は卸売商の介在余地が多く，その支配が強い商品領域

であった。それゆえに，小規模な各地の生産者を既存の卸売商が掌握してい

たので，呉服物における固定的・閉鎖的・多段階流通機構ができあがってい

た。このような状況の中で，呉服商が成長していくためには，卸売商支配の

流通機構を打破することが，最重要の課題であった。言い換えると，卸売商

支配の流通機構を打破しないと，百貨店業態成立は困難であった。

　この流通機構を打破するために呉服商が採った行動は，流通チャネルの短

縮化，安定的仕入れルートの確保，仕入商品の多様化である3）。

（1）流通チャネルの短縮化

　当時の既存の呉服商の一般的仕入れルートは，商品を消費地問屋から仕入

れるというものであった。この流通ルートは，既存の呉服商におさえられて

いて，呉服商がその流通ルートを使う限り，量的にも質的にも大きな成長は

見込めなかった。

　また，当時の各産地の生産量は比較的小規模であり，天候的理由による生

産量変動も避けられなかった。大量販売を志向する呉服商が，こうした量的

リスクを回避するためには，仕入先の拡大は不可欠であったといえよう。そ

の上，織物類は，当時の生産方法のレベルでは，織りむら等の品質のばらつ

きは避けられなかった。それ故，不良品を大量に仕入れることによる損失リ

スクを最小限に抑えるためにも，呉服の仕入担当者の鑑識眼の重要性は言う

に及ばず，細かいチェックの眼を直接産地に光らせる必要があった。

　そこで，呉服商は，新しい流通ルートの開拓に乗り出していく。新しい流

通チャネルは，中間商人を排除して流通チャネルを短縮するものであり，具

体的にいうと，消費地卸の排除と産地卸の排除に代表される。消費地卸を排

除するとは，呉服商が自ら産地卸となり，産地卸と取引することである。産

3）詳細については，武居（2006）参照。
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地卸を排除するとは，そのさらなる段階であって，呉服商が自ら産地卸とな

り，産地での買い付けを行うことである。

　このような呉服商の革新的行動は，販売革新にも影響を与えるものとなっ

た。

　第1に，産地の開拓は，反物を量的に確保し，大量販売の基礎を形成した。

またそれは，同時に様々な産地の特産品という同一商品分野での品揃えの多

様化をもたらした。

　第2に，産地の指導を行い，仕入れの段階で一定水準の品質が確保される

ことによって，同一アイテムを同一価格で販売することが可能となり，これ

は正札販売という販売革新を実現させるものとなった。

（2）安定的仕入れルートの確保

　新興呉服商が，既存の流通機構を打破する革新的行動をおこす一方で，大

店として継続的に商品を販売していくためには，高品質の商品を大量に安定

して調達することが大規模経営の大前提であった。そのためには，安定的仕

入れルートを確保することが必要であった。安定的仕入れルートを確保する

ための手段として，長期継続的取引関係の構築・維持，金融サービスの提供，

独占的仕入権の確保が含まれる。

　安定的仕入れルートを確保することによって，次の3点のメリットが考え

られる。

　第1に，江戸幕府の意向にのっとった組織を通しての仕入活動を行うため

に株仲間へ加入することによって，「株仲間の独占機能は，彼等に独占的利

益を与え，権益擁護機能はその地位を裏付け，且つより多くの利益を確保し

た。」4）

　第2に，呉服商経営の存続である。ゴーイング・コンサーンとして，経営

を維持していくためには，商品を安定的に仕入れることが大前提であった。

不安定な仕入れでは，経営は維持できないからである。

　第3に，品不足への対応である。特に，天候等の理由によって，品不足が

4）宮本又次（1938），p．247。
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生じた時に大きな効果があった。当時は，天候等の理由で織物類の生産量変

動が避けられなかったので，こういった場合にも，優先的に商品の供給が可

能であった。これによって，品不足の時にも安定的に仕入れることが可能と

なった。

　また，安定的仕入れルートを確保することによって，販売面に次のような

効果をもたらした。すなわち，取引の安定性は，店での品揃えの安定性につ

ながった。長期的安定的大量供給によって，大量販売を可能にし，それを維

持することが出来るようになった。それは，店の品揃えの確保に貢献した。

　百貨店化への促進要因としては，大量仕入れ，大量販売は百貨店化の大前

提であり，それがないと今日の百貨店は成り立たなかった点が指摘できる。

（3）仕入商品の拡大

　呉服商の革新的行動は，同時に取扱品目の多様化も生み出した。仕入品目

の多様化には，3つの方法がある。それらは，第1に同じ商品分野での拡大，

第2に関連商品分野での拡大，第3にその他の商品分野での拡大である。

　第1の同じ商品分野で拡大というのは，例えば，絹織物の産地の多様化，

綿織物の産地の多様化といったものである。中間商人を排除すると，呉服商

が自ら仕入先を開拓するので，流通チャネルの短縮化と同時進行で，仕入品

目が拡大されていった。

　第2の関連商品分野で広げるというのは，着物文化においてあわせて身に

つけたらいいもの，関連商品で布，綿を扱うその延長線上にある商品が含ま

れる。これらは，主として，流通チャネルを新しく開拓する過程でもたらさ

れた。

　第3に，その他の商品分野においても取扱商品の拡大がみられる。

　このように，各種商品小売商としての経験を持ち始めていることこそ，百

貨店化への布石であり，単なる呉服店ではなかった。

　このような仕入商品の多様化は，店での品揃えの豊富さを高めることにな

り，これは，集客力を高めることに寄与していった。

　こうした仕入商品の拡大は，呉服商の顧客が，ワンストップ・ショッピン
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グ機能への要求に対応したものかどうか定かでないが，そうだとすれば，そ

れは昭和30年代のスーパーの発生につながるものとなるだろう。

　これに対して，欧米では，もっぱら切り崩すような伝統的流通機構は存在

していなかったので，流通機構を壊すことなく，すなわち仕入革新を起こす

ことなく，百貨店化がおこなわれた。つまり，欧米の場合，卸売商支配によ

る固定的・閉鎖的・多段階流通機構ができあがっていない所での小売業の発

展となる。このように，欧米とは百貨店成立の背景が違い，我が国では，販

売革新に先行する形で仕入革新が起こっている所に特徴がある。

　このように，我が国における大規模小売商の生成・発展過程を考察すると，

仕入革新が起点となって販売革新が起こっており，また仕入革新と販売革新

がセットになって，小売業態革新を実現していることが，明らかとなる。と

りわけ，販売革新を行う場合，その前提としての仕入革新が，業態革新を実

現するための重要な要素であることが確認できる。

皿．小売業態革新の発生要因

　小売業態革新に関する研究は，多面的視点から研究がされ，企業革新・経

営革新の研究に匹敵するぐらい一つの研究分野として確立されてきた。この

研究の流れは，循環論と環境論に大別できる。これらの研究が，前章で考察

した仕入革新，販売革新について，どのように認識されているかを中心に整

理し，業態革新の要因を探ることにしよう5＞。

1．循環論

　McNairによると，価格を武器にして，小売業態が現れる。最初は，低価

格で市場に登場するが，次第にトレーディング・アップし，当初の優位性は

消滅していく。その隙間を狙って次の業態が，市場に進出するというもので

ある。McNairらの循環論の研究者の主張は，図1に示される。

　この場合，McNairは，業態革新を価格という販売革新で捉えている。ま

ず，革新は低価格で起こりうるとしているが，このようなMcNairの仮説の

5）呉服商という既存業態が百貨店化を実現できた要因については，武居（2006）参照。
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枠内では，低価格実現のためにどのような努力を払っていたのかについては，

言及されていない。その中の大きな要因として，仕入面での工夫が必要不可

欠であろう。

図1　循環論

・審

　低い価格　　　　越

最少限のサービス
不十分な設備

　限定製品
　提供物

驚

（出所）Brown，　Stephen（1988），P．17

　McNairと同様に価格面に注目したのが，　Izraeli（1973）である。　Izraeli

（1973）は，業態革新は，低価格，中価格，高価格といった様々な価格帯で

起こりうるとしていて，McNair同様に業態革新を販売面で捉えている。

　McNair，　Izraeli（1973）が，価格面での業態革新を想定したのに対し，

Hollander（1960a，1966）は，品揃えに着目した。　Hollander（1960a，1966）は，

業態革新を品揃えの広狭で捉えている。業態革新は，品揃えを狭くすること

によって起こり，また品揃えを拡大することによって起こるその繰り返しで

あるという。品揃えの幅の拡大と縮小という販売革新の側面で業態革新を捉

えている。
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　価格面と品揃えの両側面から業態革新が発生するメカニズムを説明したの

が，Brown（1990）である。これは，図2に示す通りである。　Brown（1990）

は，業態革新は，品揃えを絞り込んで低価格で出発するとしている。その後，

成長するにつれて品揃えの幅が広くなって，成熟するにつれて価格より品質

中心になって，すたれていくとする。Brown（1990）も，業態革新の出発点

は，低価格限定品揃え型の販売革新であるとしている。

図2　品揃えと価格の結合モデル

　　　　　塞豊1雲膿　鼎器

　　価格主導　　　　　　品質主導

1：

　い

（出所）Brown，　Stephen（1990），P．42

　さらに，加藤（1998）は，業態革新を価格面と品揃えの両方を含む統合理

論を提起している。価格と品揃えを含んだ業態革新という時，買物コストと

いう視点を入れると，両方の概念が入るので，買物コスト理論を中心に据え

ることによって，業態革新論がより統合的になると主張する。加藤説も，販

売革新を中心に捉えている。

　これらの研究は，業態革新を販売面のみで把握しているという点に共通点

が存在する。しかしながら，仕入れの自由度を前提にした議論であるという

点は，言うまでもないことである。

　販売面という限定した中での研究から，研究に変化の兆しがみえるのが，

Davidson，　Bates，　and　Bass（1976）である。　Davidson，　Bates，　and　Bass（1976）
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は，製品ライフサイクルの概念を適用し，革新的小売業の優位性は，厳密な

費用構造の管理，きわだった品揃え，買物の容易性，立地上の優位性，他と

は違った広告や宣伝といった販売革新の要素で捉えている。しかしながら，

厳密な費用構造の管理という要因は，具体的には記述されていないが，販売

面はもちろんであるが，仕入面の費用構造の改善を含みとしてもっている。

　さらに，仕入面を意識した研究として，Savitt（1984）がある。　Sav縦

（1984）の研究は，小売りの輪論について，製品行動を扱う仮説により発展

させようと試みている。製品レベルで考察することによって，製品の利用可

能性，製品の変化と製品ライフサイクルの説明が可能になる。

　McNairは，価格訴求，販売促進，イメージ，マージンといったものに焦

点を当てていたが，製品ミックスといった製品的要素については，議論され

ていないし，その範囲において，小売商に対するマーケティングの影響は含

まれていないとする。このことを踏まえて，小売業態の変化に影響を及ぼす

ものとして，製品の側面で検討している。製品レベルで業態の変化をみる視

点として，次の3点の仮説を提出している。

（1）新しい小売業態では，臨時的に在庫を所有している。どういった製品

を品揃えしているかについても，短期間に変化する。

（2）新しく登場する小売業態は，あまり知られていない商品を提供するだ

ろう。それらは，去年のモデルのブランド，小規模な製造業者，外国製品，

生産国が表示されていない商品，テスト・マーケティングに用いられた製品・

ブランドからの幅広いブランドを提供するだろう。

（3）新しい小売業態は，伝統的小売業と比較して，多くの供給業者から購

入する。それは，2つの要因から生じる。市場の矛盾とチャネルと供給源に

ついての学習の必要性である。最初は，多数の供給業者と取引していたが，

次第に取引先を発見・評価・選択するようになる。その過程で，信頼できる

供給業者を選定するようになる。

　このように，Savit（1984）は，3つの側面から製品行動（Product

Behavior）がどのように関係したのかによって，小売業態は変化するとして
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いる。第1，第2の仮説は，販売面に関連する指摘である。第3は，仕入面

での指摘であり，供給業者の選定が重要な要素であるとしている。

　さらに，仕入面については，供給者の行動，どのような革新的な方法で小

売商は商品を取り揃えるのかといった複雑な問題については，ほとんど議論

されていないという点を指摘している。このように，仕入面を考慮する必要

性，さらに仕入面と販売面の両方の革新をセットで考える必要性を説いてい

る。

　仕入革新を強く意識しているのが，高嶋（2002）である。高嶋（2002）は，

業態革新は，プロセス革新で出発する点を指摘している。このプロセス革新

は，小売企業における組織行動としての革新であり，そこでは，小売企業に

おける試行錯誤に基づく学習によるプロセス革新が，強調されている。こう

いった，流通過程全体の革新も視野に入れる必要がある。

　矢作（1994）は，次の3つの要因をシステム革新として，捉えている。そ

れらは，小売業務（多品種少量在庫販売，年中無休・長時間営業），商品供

給（短リード小ロット，生産・販売統合，商品の共同開発），組織構造（情

報ネットワーク，同盟関係，FC）である。これら3つの革新を実現するた

めには，ボランタリー・チェーンでなくフランチャイズ・チェーンの方が有

効で，3つのシステム革新をフランチャイズ・チェーンで捉えている。

　高嶋（2002），矢作（1994）の研究によって，既存の小売業態論で欠如し

ていた仕入革新の要素を大きくうめることに貢献した。またこれは，前章で

考察した百貨店化にあたって，仕入面が重要であるという指摘を裏付けるも

のである。

2．環境論

　上記の研究が，企業の主体的行動の側面に焦点が当てられてきたのに対し

て，業態革新の中で，外部環境を中心に考察しようとするグループを識別す

ることができる。

　Kaynak（1979）は，小売りの輪論について，革新者を中心につくられた
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概念であるとし，革新者と彼らが利用する方法，例えば専門化，垂直統合は，

存在する環境に限定的であると主張し，環境要素の重要性を強調している。

Kaynakの想定する環境は，経済発展の環境要素である。すなわち，発展途

上国においては，新しい業態は潜在的購買者の数，所得，社会・経済構造に

制約をうける。同様に，経営者の能力，財政源，独創性，資本も限界が設定

されている。新しい業態が成長できるかどうかに影響を与えるのは，一番制

約されている要因を克服することができるかどうかである。この原因は環境

であり，ある程度，流通システムのコントロールを越えたものである。

（Kaynak　1988b）。

　Kaynakの主張は，図3に要約される。図3をみると明らかなように，環

境，マクロの経営的構造，プロセスと機能，小売システム，投入，成果といっ

た概念で説明されている。

　このように，小売業態革新は国によって異なるので，唯一の最も適切です

すんだ小売機関というのはあり得ないとして，国の環境要因によって異なる

と主張し，業態革新の議論に環境の要素を取り込もうとしている。例えば，

先進国での小売業態の革新は，自由裁量購買力の増加，技術進歩を通しての

生産能力の成長，自動車輸送の増加，郊外への移動と消費者態度の変化といっ

た環境要因が可能にしたとしている。

　環境要素として，経済発展の側面に重きをおいているにも関わらず，仕入

面についても小売りの環境の中の重要な要素と考えらている。中でも供給業

者は重要な要因であると指摘されているが，それ以上には，言及されていな

い。
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　　　　　　　図3　小売りシステムと環境のインタラクション

　　　　　　　　　　　　　　環境圧力

1．社会経済的

2法政策的
3．技術

4．競争

コントロール

■　　　　毒　一

修正

1商圏構造
2製品の範囲
3，立地

修正
小売り

システム

修正

消費者選好

適合的行動

1．資本

2．財政

3．労働

4．供給業者

5．ノウハウ

生産計画・予定に対する

消費者のフィードバック

1．所得・人口

2．年令

3．社会階級

4．職業

5，家族構成

6．教育水準

　　　　　　　　　（出所）Kaynak，　Erdener（1979），P，242．

　同様に，Amdt（1972）も，環境を経済発展の諸段階として捉えていて，

次の3つの仮説を提示している。

（1）ある国でのスーパーマーケットの発生は，その国の経済発展の水準に

関係する。

（2）先進国においては，費用を抑えるために規模の経済を利用する傾向が

ある。

（3）国同士の小売りシステムが発展するために必要な時間は，最も重要な

環境要因と同じ長さになりがちである。

　このように，経済発展の段階によって，小売りの構造が規定されるという

点が，強調されている。Amdt（1972）の場合は，仕入れという要素は，企

業の外部環境として認識している。

　Bliss（1960）は，環境要素として，競争要因を指摘している。業態間競

争が，小売業態の業態変化をもたらすとする。とりわけ，スーパーマーケッ

トのサービス構造，ディスカウント・ストアの価格構造，ショッピング・セ
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ンターの立地構造を取り上げている。そして，新しいタイプの業態は，新し

い組織構造，費用・価格関係から生じ，従来の業態に模倣・適合をしいると

している。

　Bliss（1960）と同様に競争に注目したのが，　Hollander（1960b）である。　Hol

lander（1960b）は，競争は新しい企業と既存企業の間で生じ，新しい企業は既

存企業の脅威となるとする。小売りの競争パターンの中で，次の要因を抽出

している。それらは，価格，販売促進，商品管理，立地，サービス，競争す

るための他の要因である。

　このような競争要素に基づいて，企業は仕入戦略を立案するので，業態の

登場を説明するのに不可欠な要素であろう。

　これらの研究に一環してみられるのが，小売環境が変化することによって，

小売業態が変化し発展するとしている点である。仕入革新，販売革新が企業

の主体的行動であるのに対し，その外部環境にあたるものである。外部環境

によって企業の仕入戦略・販売戦略は当然異なるわけであるので，この点に

ついても考慮に入れる必要があるだろう。小売業態革新において，小売企業

の主体的行動は，不可欠な要素である。そのため，新しい業態の登場を説明

する場合には，企業の主体的行動と環境の両方の要因に規定されるという視

点が必要であろう。

　以上で考察した業態研究における業態革新の要因は，表1に整理した。

表1　業態研究における小売業態革新の要因

販売革新の要素 仕入革新の要素 環境の要素

低価格（McNair） 国の環境条件（Kaynak1988a力）

業態間競争（Bliss1960）低価格、低サービス（lzraeli1973）

高価格、高サービス

中価格、中サービス

プロセス革新（高嶋2002）

短リード小ロット（矢作1994）

生産・販売統合（矢作1994、高嶋1996）

商品の共同開発（矢作1994）

多頻度少量の物流システム（高嶋2002）

共同配送（高嶋2002）

フランチャイズ・チェーン
　　　　　　（矢作1994、関根1995）

品揃えの幅（Hollander1960a，1966）

価格、品揃えの幅（Brown1990）

厳密な費用構造の管理
　　（Davidson，　Bates，　and　Bass1976）

きわだった品揃え

買物の容易性

立地上の優位性

他とは違った広告・宣伝

製品行動（Savi杖1984）

消費者の買物コスト（加藤1998）
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V．仕入・販売革新の統合モデル

　大規模小売商の生成・発展過程を考察すると，仕入面が大きな役割を果た

していること，江戸期に仕入革新をおこないそれが販売革新を伴って新しい

小売業態が成立しえたということを示している。これは，高嶋（2002），矢

作（1994）の仕入革新の重要性が，百貨店化の事例からも当てはまることが

裏付けられるものである。つまり，小売業態は，仕入面，販売面の両方を合

わせて考えなければ，完全な業態論を展開することはできない。なぜなら，

仕入れの前提には，販売があるからである。その上で，仕入革新・販売革新

というイノベーション間の関係について，議論する必要があるだろう。我が

国における百貨店化の事例で考察したように，仕入革新が販売革新を誘発し

て，その結果，業態革新が実現するという視点が重要であろう。

　さらに，環境の視点を取り込まなければならないことは，言うまでもない

ことである。つまり，新しい業態の登場は，企業の主体的条件と客観的条件

の両方のダイナミズムによってはじめて，業態の変化を説明することが可能

となるであろう。その意味で，新しい業態の登場を説明する際には，循環論

の要素と環境論の要素の両方の要素によって，説明する視点が必要であろう。

こういった視点を提示すると，図4のようになる。

図4　仕入・販売革新の統合モデル

　　　　　　環　境

仕入革新　　　　販売革新　　　　業態革新

V．結びに

　ある時代状況によっては，仕入革新は，小売業態革新を実現するための非

常に大きな条件となっていることを日本の百貨店化の事例は示している。

　業態革新は，販売革新という単一のイノベーションで業態の全体像を説明

することはできるものではない。今後，新しい業態の登場を説明する本質的
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要素は何かといった時，仕入面の要素，販売面の要素の両方の革新の推進力

を考慮に入れる必要があるだろう。さらに仕入革新と販売革新がセットで同

時進行的であるという認識が，必要であると考えられる。仕入面，販売面の

両方が合わさってはじめて新しい業態が成立し確立することが，説明できる

と考える。

　今回の考察は，業態革新の中での仕入革新の重要性の指摘であったが，仕

入革新は，企業革新の一部である。さらに研究をすすめるためには，こういっ

た企業全体の革新の中での仕入革新の位置づけについて考察を加える必要が

あり，この点については今後の課題とする。
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